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●
モ
ー
タ
ー
ボ
ー
ト
競
走
事
業

　

特
別
会
計

　

年
間
の
売
上
額
は
５
５
３
億

６
７
３
３
万
円
で
、
前
年
度
比

14
・
８
％
の
減
、
利
用
人
員
も

6.6
％
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

問　

ボ
ー
ト
ピ
ア
川
崎
は
赤
字

で
あ
る
が
、
廃
止
す
る
考
え
は

あ
る
か
。

答　

17
年
度
は
約
３
億
７
８
０

０
万
円
（
蒲
郡
負
担
分
で
約
１

億
８
４
０
０
万
円
）
の
赤
字
で

あ
っ
た
。
18
年
度
は
２
億
円
の

経
費
削
減
を
目
指
し
て
い
る
。

19
年
度
は
併
売
日
数
を
増
や
し
、

赤
字
を
解
消
す
る
努
力
を
し
て

い
く
。
撤
退
で
は
な
く
、
競
走

会
委
託
、
民
間
活
力
等
を
視
野

に
入
れ
て
検
討
し
て
い
る
。

●
水
道
事
業
会
計

　

経
営
収
支
の
状
況
は
、
総
収

益
は
４
８
５
８
万
円
の
純
利
益

を
計
上
し
、
当
年
度
未
処
分
利

益
剰
余
金
は
１
億
８
４
６
９
万

円
で
す
。

●
病
院
事
業
会
計

　

経
営
収
支
の
状
況
は
、
５
億

８
６
５
８
万
円
の
純
損
失
を
計

上
し
、
当
年
度
未
処
理
欠
損
金

は
82
億
３
９
２
９
万
円
に
増
加

し
て
い
ま
す
。

●
自
動
交
付
機
の
導
入
に
よ
り

　

手
数
料
の
一
部
を
改
正

（
第
70
号
議
案
）

　

平
成
19
年
１
月
９
日
か
ら
、

自
動
交
付
機
の
導
入
に
伴
い
、

戸
籍
、
住
民
票
、
所
得
証
明
書

等
が
従
来
の
窓
口
交
付
よ
り
も

50
円
か
ら
１
０
０
円
安
く
交
付

を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う

に
な
り
ま
す
。

●
蒲
郡
駅
南
自
転
車
駐
車
場
の

　

廃
止

（
第
71
号
議
案
）

　

蒲
郡
南
駅
前
広
場
整
備
に
伴

い
、
蒲
郡
駅
南
第
１
及
び
第
２

自
転
車
駐
車
場
が
廃
止
さ
れ
ま

す
。

　

新
た
な
自
転
車
駐
車
場
が
整

備
さ
れ
る
ま
で
の
間
は
、
蒲
郡

駅
西
側
の
鉄
道
高
架
下
に
仮
設

で
設
置
さ
れ
ま
す
。

●
出
産
育
児
一
時
金
の
支
給
額

　

を
引
き
上
げ

（
第
75
号
議
案
）

　

蒲
郡
市
国
民
健
康
保
険
運
営

協
議
会
の
答
申
を
受
け
て
、
出

産
育
児
一
時
金
の
支
給
額
が
、

平
成
18
年
10
月
1
日
か
ら
従
前

の
30
万
円
か
ら
35
万
円
に
引
き

上
げ
ら
れ
ま
す
。

条
例
の
制
定
・
改
正

■ 陳情等
○第八次定数改善計画の実施と学級規模の縮
小を求める陳情書

　提出者　　蒲郡市教員組合
　　　　　　執行委員長　平野正也氏ほか368名
　審査結果　聞きおく
○教育基本法の改正ではなく、その理念の実
現を求める意見書の採択を求める陳情書

　提出者　　愛知県高等学校教職員組合
　　　　　　東三支部長　山田賢治氏ほか 2名
　審査結果　不採択
○国の私学助成の拡充に関する意見書の提出
を求める陳情書

　提出者　　酒井園美氏ほか１名
　審査結果　採択
○愛知県の私学助成の拡充に関する意見書の
提出を求める陳情書

　提出者　　酒井園美氏ほか１名
　審査結果　採択
○市町村独自の私学助成の拡充を求める陳情書
　提出者　　酒井園美氏ほか１名
　審査結果　聞きおく
○地域生活支援事業について、浜町福祉セン
ターに障害児者等の居場所づくりを進める
こと及び居場所の設備等の充実を求める要
望書

　提出者　　蒲郡市肢体不自由児者父母の会
　　　　　　会長　荒木　敞氏
　審査結果　採択

■ 請　願
③国民健康保険税の引き下げを求める請願
　提出者　　社会保障を充実させる蒲郡の会
　　　　　　代表　千葉祐二氏ほか1,750 名
　審査結果　不採択
　（○内の数字は、請願番号）

■ 意見書
②国の私学助成の増額と拡充に関する意見書
　内閣総理大臣、財務大臣、文部科学大臣、総務
大臣
③愛知県の私学助成の増額と拡充に関する意見書
　愛知県知事
④道路整備の促進と財源の確保を求める意見書
　衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総
務大臣、財務大臣、国土交通大臣、内閣府特
命担当大臣
　（○内の数字は、意見書案番号。④は賛成多
数で、それ以外は全会一致で可決されました。）

年度
会計名 平成 17 年度 平成 16 年度 平成 15 年度

一 般 会 計 0 0 0

特別会計 下水道事業  3 億 1,200  8 億 9,500  5 億 5,000

企業会計
水道事業 0 0 1,000

病 院事業 0 0 11 億 3,000

合　　　　計 3億 1,200 8 億 9,500 16 億 4,000

● 最近 3か年のモーターボート繰出金
単位：万円


